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　2018年 9 月 1 日現在，総務省の推計データによれば，日本65歳以上人口は3515万人となり，総人口に
占める割合（高齢化率）も28.1％となった３。高齢者人口の大幅増加及び平均寿命の伸びは介護需要の
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第 1 号被保険者年平均 1 人当たり保険給付費も2000年度の14.5万円から2016年度の26.8万円に跳ね上
3 
 
でも後期高齢者数が 923 万人から 1749 万人に増えた。2017 年度のデータによれば、前期
高齢者（65 歳～74 歳）の要介護認定率が 4.2%に対し，後期高齢者の数値が 31.7%であっ
た。特に後期高齢者人口の 加は要介護認定者数増加をもたらし，その結果介護保険サー
ビス年間利用者数と利用率は共に上昇している（図 1）。 
2017 年 3 月 1 日，厚生労働省が公表した「第 22 回生命表」によると，男性平均寿命が
80.75 歳で，女性が 86.99 歳となり，ともに最高記録を更新した。平均寿命の伸びで不健
康寿命も伸びている。日本内閣府が公表した「平成 29 年高齢社会白書」によると 2001










に増加した（図 2）。利用者負担分を含める介護費用は 2000 年度の 3.6 兆円から 2016 年度
の 10 兆円に増加し，同じ時期の保険給付費が 3.2 兆円から 9.6 兆円に増えた。2016 年度
の「介護保健事業状況報告」によると，第 1 号被保険者年平均 1 人当たり保険給付費も






















































































2.1 営 法人提供可能な介護保険サービス内容 











表 1 営利法人提供可能代表的な介護保険サービス一覧 
居宅サービス 施設サービス 
営利法人参入可能事業   営利法人参入規制事業（不可・もしくは困難） 
訪問介護、通所介護、訪問入浴 訪問リハビリテーション 特別養護老人ホーム 
訪問看護  特定福祉用具 通所リハビリテーション 老人保健施設 























































































施設・事業所 260891 376861 44.5
訪問介護 20618 53.9 35311 66.2 71.3
訪問入浴介護 2402 34.8 1993 61.6 -17.0
訪問看護ステーション 5309 15.3 10305 49.6 94.1
通所介護 17652 31.4 23597 48.5 33.7
認知症対応型共同生活介護 7084 50.5 13346 53.6 88.4
特定施設入所者生活介護 1375 79.5 5010 67.4 264.4
福祉用具貸与 6317 88.6 8012 93.5 26.8














































図 3 年度別給付費（月平均値）（億円） 
出所：厚生労働省各年度「介護保健事業状況報告」。    
注：2017 年の月平均介護サービス別給付費数値は 2017 年 12 月のデータであり，ほかは年間平均値で
ある。 




介護事業 と利用者のモラールリスクを防ぐため，居宅サービス 1 ヶ月の介護サービス
限度利用額が制限されている。要介護１から要介護 5 までの限度額は約 16 万円から 36
万円までである。即ち，要介護度が高いほど利用限度額も高くなる。2018 年 4 月審査分
では，要介護１～要介護 5 までの利用限度額に対する利用率はそれぞれ 44.4%、53%、58%、
61.8%、65.6%であった。2006 年 4 月審査分と比べるとそれぞれ 5.8、5.8、9.3、7.4、9 ポ
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2006年 4 月 2018年 4 月 2006年 2017年
訪問介護 48.9 76.1 1180 1210
訪問入浴介護 52 68.5 96.2 79.1
訪問看護ステーション 40.2 48.2 290.2 508.6
通所介護 59.9 92.7 1084.9 1362.7
認知症対応型共同生活介護 252.5 282.2 143.3 238.4
特定施設入所者生活介護 180.2 216.9 87.2 234.2
福祉用具貸与 15.1 14.6 1057.3 1995
居宅介護支援 10.4 14.2 2524.1 3165.6
出所：厚生労働省「介護給付費等実態調査」。


































































































































13525 1 730 1033 13 11165 551 32





 4  厚生労働省「平成29年社会福祉施設等調査の概況」https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/
fukushi/17/index.html





























 6  一般財団法人サービス付き高齢者向け住宅協会「サービス付き高齢者向け住宅登録状況（平成30年 9 月末時
点）」https://www.satsuki-jutaku.jp/search/index.php












　 　 総売上① 介護売上② ①／② 本稿での略称
1 ㈱ニチイ学館 2837.7 1481.6 52.2 ニチイ
2 SOMPOホールディングス㈱ 37700.5 1278.8 3.4 SOMPO 
3 ㈱ベネッセホールディングス 4345 1119 25.8 ベネッセ
4 ㈱ツクイ 817.7 817.7 100.0 ツクイ
5 ㈱セコム 9706.2 711.7 7.3 セコム
6 ㈱ユニマットリタイアメント・コミュニティ 491.5 451.3 91.8 ユニマット
7 セントケア・ホールディング㈱ 394.6 394.6 100.0 セントケア
8 リゾートトラスト㈱ 1654.1 307.7 18.6 リゾートトラスト
9 綜合警備保障㈱ 4360 256.4 5.9 綜合警備保障
10 ㈱ケア21 252.3 252.3 100.0 ケア21
11 シップヘルスケアホールディングス㈱ 4255.7 229.6 5.4 シップヘルスケア
12 ㈱学研ホールディングス 1021.8 214.6 21.0 学研
13 ㈱ソラスト 743.3 186.4 25.1 ソラスト
14 ㈱日本ケアサプライ 163.3 163.3 100.0 日本ケア
15 ㈱シダー 138.6 138.6 100.0 シダー
16 ㈱ウチヤマホールディングス 264 161.4 61.1 ウチヤマ
17 ㈱チャーム・ケア・コーポレーション 135.7 135.7 100.0 チャーム・ケア
18 ㈱レオパレス21 5308.4 128.1 2.4 レオパレス21
19 ロングライフホールディング㈱ 123 118.4 96.3 ロングライフ
20 ㈱アスモ 194.2 116.4 59.9 アスモ
21 ヒューマンホールディングス㈱ 787.6 95.3 12.1 ヒューマン
22 ㈱ケアサービス 86.1 86.1 100.0 ケアサービス
23 ㈱Ｎ・フィールド 80.2 80.2 100.0 Ｎ・フィールド
24 ㈱やまねメディカル 62.5 59.1 94.6 やまねメディカル
25 ㈱メディカル一光 309.1 59 19.1 メディカル一光
26 穴吹興産㈱ 902.8 43.7 4.8 穴吹興産
27 工藤建設㈱ 177.3 35.5 20.0 工藤建設
28 ㈱カーメイト 201.1 35.1 17.5 カーメイト
出所：各企業の決算短信より作成。
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表 7 　大手介護企業の介護売上の変動（億円）
2008年度 2017年度
1 ニチイ（ヘルスケア） 997.7 ニチイ（介護のみ） 1481.6
2 ベネッセ（介護・保育のみ） 403.5 SOMPO（介護のみ） 1278.8
3 ツクイ 361.8 ベネッセ（介護・保育のみ） 1119
4 セコム（メディカル） 353.5 ツクイ 817.7
5 メッセージ 319.3 セコム（メディカル） 711.7
6 ユニマット（介護のみ） 247.9 ユニマット（介護のみ） 451.3
7 セントケア 197.9 セントケア 394.6
8 ワタミ（介護のみ） 146.9 リゾートトラスト（介護のみ） 307.7
9 ロングライフ 84.5 綜合警備保障（介護のみ） 256.4
10 日本ケア 80.6 ケア21 252.3


























































 本稿では介護関連の売上が 90%を超える企業を介護専業とする。その売上が 50%以上
90%未満の場合，介護事業をその企業のメイン事業とする。そして，売上が 25%以上 50%
未満の企業について，介護事業をその企業の基幹事業と仮定する。介護売上が 25%以下





































ニチイ 介護・医療 ソラスト 医療事務派遣
SOMPO 保険 レオパレス21 不動産
ベネッセ 教育 アスモ フード
セコム 警備 ヒューマン 教育
リゾートトラスト ホテル メディカル一光 調剤薬局
綜合警備保障 警備 穴吹興産 不動産
シップヘルスケア 医療 工藤建設 建設







図 5 大手介護企業の介護売上と売上比率 
出所：各企業の決算短信より作成。 
  











るという特徴がある。SOMPO 介護部門の売上は業界 2 位であるが，他の部門の売上が巨




表 8 介護業界参入企業の業種別 
  メイン事業   メイン事業 
ニチイ 介護・医療 ソラスト 医療事務派遣 
SOMPO  保険 レオパレス 21 不動産 
ベネッセ 教育 アスモ フード 
セコム 警備 ヒューマン 教育 
リゾートトラスト ホテル メディカル一光 調剤薬局 
綜合警備保障 警備 穴吹興産 不動産 


































介護売上 営業損益 利益率 売上原価 原価率 介護事業内容
ツクイ 817.7 51.5 6.3% 694.3 84.9% 総合介護
ユニマット 451.3 41.2 9.1% 387.7 85.9% 総合介護
セントケア 394.6 19.2 4.9% 342.4 86.8% 総合介護
ケア21 252.3 8.8 3.5% 197.8 78.4% 総合介護
日本ケア 163.3 18.8 11.5% 101.5 62.2% 福祉用具
シダー 138.6 5.4 3.9% 123.5 89.1% 有料・デイ
チャーム・ケア 135.7 10.5 7.7% 112.9 83.2% 有料
ロングライフ 123 5 4.1% 94.3 76.7% 有料・訪問
ケアサービス 86.1 2.4 2.8% 74.1 86.1% デイサービス
Ｎ・フィールド 80.2 5.6 7.0% 61.7 76.9% 訪問看護
やまねメディカル 62.5 △2 △3.2% 56.8 90.9% サ高住・デイ
出所：各企業の決算短信，有価証券報告書より作成。
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表10　介護兼業企業の経営指標
　 介護売上 営業損益 利益率 介護事業内容
SOMPOHD 1278.8 △14.9 △1.2% 総合介護
セコム 711.7 54.3 7.6% 総合介護
リゾートトラスト 307.7 52.4 17.0% 有料老人ホーム
綜合警備保障 256.4 1.1 0.4% 総合介護
シップヘルスケア 229.6 9.6 4.2% 有料老人ホーム
学研 214.6 8.7 4.1% サ高住
レオパレス21 128.1 △16 △12.5% 総合介護
ヒューマン 95.3 △0.2 △0.2% 総合介護
メディカル一光 59 3.4 5.8% 有料老人ホーム
穴吹興産 43.7 △1.4 △3.2% 有料老人ホーム
工藤建設 35.5 2.8 7.9% 有料老人ホーム















　 介護売上 営業損益 利益率 介護事業内容
ニチイ 1481.6 145.2 9.8% 総合介護
ウチヤマ 161.4 11.7 7.2% 総合介護
アスモ 116.4 11.6 10.0% 訪問・居宅
　 介護売上 営業損益 利益率 介護事業内容
ベネッセ 1119 88.5 7.9% 総合介護
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　介護を専業とする企業では，売上原価を公表している。その他の介護企業は全体の売上に対しトータ
ル売上原価を公表しているが，介護部門に関する売上原価が不明である。介護専業企業11社の売上原価












ウチヤマ 161.4 11.7 7.2% 総合介護 
アスモ 116.4 11.6 10.0% 訪問・居宅 
  介護売上 営業損益 利益率 介護事業内容 
ベネッセ 1119 88.5 7.9% 総合介護 




図 6 大手介護企業の平均売上原価率と直近期売上原価率の比較 
出所：各企業の決算短信、有価証券報告書より作成。 
注：Ｎ・フィールドがデータ欠落のため除く。ニチイは単体の介護売上と売上原価を公表している。単
体の介護売上は連結決算の介護売上の 82.3%（2008 年から 2017 年の 10 年間平均）を占めており，介護
部門を代表できる。 
主に 3 月期決算データ あるが，決算期の違う企業が存在するため，詳しくは表 6 の注を参照ください。 
介護を専業とする企業では，売上原価を公表している。その他の介護企業は全体の売上
に対しトータル売上原価を公表しているが，介護部門に関する売上原価が不明である。介
護専業企業 11 社の売上原価を見ると，バラツキが大きい。図 6 は直近期決算（2018 年 3




































































実態調査」によると，介護給付費の費用は年間 9 兆 6924 億円に達し，過去最高となり，
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［ 1 ］ 今市遼佑「業界再編が幕開けへ介護報酬改定が再編のトリガーを」『医療タイムズ』2015年，2210，7-8
［ 2 ］ 加藤美幸「M&A による規模拡大，異業種からの参入が継続」『MARR』2016年，259，レコフデータ，90-95
［ 3 ］ 宣賢奎「介護保険サービス事業の市場性」『共栄大学研究論集』第 7 号，65-87
［ 4 ］ 堀田真理「わが国における介護事業をめぐるM&A」『経営論集』東洋大学学術情報リポジトリ，2017年11月，
90，31-45
［ 5 ］ 前田由美子「介護保険下における営利企業の現状と課題－大手企業の最近の決算等を踏まえて－」日医総研ワー
キングペーパー，2013年10月，No.296
［ 6 ］ 前田由美子「介護サービス企業の 2016 年度決算」日医総研ワーキングペーパー，2017年 9 月，No.388
［ 7 ］ 三宅卓「介護単体の事業者は全てM&A の対象に」『医療タイムズ』，2015年，2216，21-23
［ 8 ］ 厚生労働省「介護事業経営現状調査」，「介護事業経営概況調査」，「介護保険事業状況報告」，「介護サービス施設・
事業所調査」各年版
［11］ 厚生労働省「平成29年社会福祉等調査」
［12］ 内閣府「平成29年高齢社会白書」，
 http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2017/zenbun/29pdf_index.html/2018/11/20アクセス
［13］内閣府「平成30年版高齢社会白書」
 https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2018/zenbun/30pdf_index.html l/2019/1/2アクセス
［14］総務省統計局，統計トピックスNo.113，
 https://www.stat.go.jp/data/topics/topi1131.html/2019/3/7アクセス
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